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四 半 期 報 告 書

１ 本書は四半期報告書を金融商品取引法第27条の30の２に規定する開

示用電子情報処理組織(EDINET)を使用し提出したデータに目次及び頁

を付して出力・印刷したものであります。

２ 本書には、上記の方法により提出した四半期報告書に添付された四

半期レビュー報告書及び上記の四半期報告書と同時に提出した確認書

を末尾に綴じ込んでおります。
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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第57期

第３四半期
連結累計期間

第58期
第３四半期
連結累計期間

第57期

会計期間
自 2021年４月１日
至 2021年12月31日

自 2022年４月１日
至 2022年12月31日

自 2021年４月１日
至 2022年３月31日

売上高 (千円) 12,065,385 12,776,911 15,920,824

経常利益 (千円) 1,393,599 812,708 1,409,697

親会社株主に帰属する
四半期（当期）純利益

(千円) 993,551 532,425 973,923

四半期包括利益又は包括利益 (千円) 1,117,066 1,087,743 1,181,398

純資産額 (千円) 13,932,649 14,873,102 13,996,980

総資産額 (千円) 20,836,229 21,782,767 20,491,132

１株当たり四半期（当期）純利益金額 (円) 140.85 75.48 138.06

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) － － －

自己資本比率 (％) 66.9 68.3 68.3

　

回次
第57期

第３四半期
連結会計期間

第58期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自 2021年10月１日
至 2021年12月31日

自 2022年10月１日
至 2022年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 77.97 73.37

(注) １ 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載

しておりません。

２ 潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

　 ません。

２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)において営まれている事業の内容に

重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等の

リスク」についての重要な変更はありません。

　なお、重要事象等は存在しておりません。

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

（１）財政状態及び経営成績の状況

当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、新型コロナウィルス感染症による行動制限や水際措置の緩和

等により社会経済活動も徐々に回復するなど明るい兆しも見られましたが、第８波による感染再拡大も見られまし

た。また、国内外において半導体・部品供給不足や原材料価格の高騰による影響を受けており、ウクライナ情勢の

長期化や中国での感染拡大もあり先行きは依然不透明であり、当社グループを取り巻く経営環境は厳しい状況で推

移しました。

このような状況下にあって、当社グループは引き続き、新製品の市場導入強化、新技術・新発想による安全・安

心なモノづくり、新興国市場への積極的な展開による輸出の増加、新規チャネル・新規顧客の開拓、新ビジネスモ

デルへの取り組みなどに努めてまいりました。

　この結果、当第３四半期連結累計期間の売上高はアウトドア・レジャー・スポーツ関連事業は大きく売上を伸ば

し、車関連事業も増収となり12,776,911千円(前年同四半期比5.9％増)となりました。損益面につきましては、原価

率の悪化並びに販売費及び一般管理費が増加したため707,857千円の営業利益(前年同四半期比47.3％減)となりまし

た。また、営業外損益では為替差益が増加したことなどにより経常利益は812,708千円(前年同四半期比41.7％減）、

親会社株主に帰属する四半期純利益は532,425千円(前年同四半期比46.4％減)となりました。

当社グループの事業は、冬季製品（スキーキャリア・タイヤ滑止等）の占める割合が高いため、連結会計年度の

第３四半期の売上高及び営業費用の割合が著しく高くなる傾向があり、また、冬季の降雪量の多寡により業績に影

響を受けることがあります。

セグメントの業績は次のとおりであります。

①車関連事業

車関連事業につきましては、電子部品不足の影響により電子・電気機器部門は減収となりましたが、車用品部

門、運搬架台・タイヤ滑止部門、ケミカル類部門は増収となり、売上高は11,263,603千円(前年同四半期比2.7％

増)となりました。損益面につきましては、原価率の悪化並びに販売費及び一般管理費の増加により、1,263,937

千円の営業利益(前年同四半期比33.9％減)となりました。

②アウトドア・レジャー・スポーツ関連事業

アウトドア・レジャー・スポーツ関連事業につきましては、主力のスノーボード関連製品が増収となり、売上

高は1,513,308千円(前年同四半期比37.7％増)となりました。損益面につきましては、原価率の悪化並びに販売費

及び一般管理費の増加により、営業利益は194,265千円(前年同四半期比4.8％増)となりました。
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　 財政状態は次のとおりであります。

（資産）

流動資産は、前連結会計年度末に比べ1,155,734千円増加の18,562,030千円となりました。この主な要因は、現

金及び預金は2,121,366千円減少しましたが、受取手形及び売掛金が2,098,998千円、製品が899,837千円増加した

ことなどによるものであります。

　固定資産は、前連結会計年度末に比べ135,899千円増加の3,220,736千円となりました。この主な要因は、有形

固定資産が113,693千円、投資有価証券が179,283千円増加したことなどによるものであります。

　この結果、総資産は、前連結会計年度末に比べ1,291,634千円増加の21,782,767千円となりました。

（負債）

流動負債は、前連結会計年度末に比べ479,482千円増加の4,001,948千円となりました。この主な要因は、支払

手形及び買掛金が493,814千円、その他が367,875千円増加したことなどによるものであります。

　固定負債は、前連結会計年度末に比べ63,969千円減少の2,907,716千円となりました。この主な要因は、社債が

130,000千円減少したことなどによるものであります。

　この結果、負債合計は前連結会計年度末に比べ415,513千円増加の6,909,665千円となりました。

　なお、有利子負債残高は160,000千円減少の1,400,000千円となりました。

（純資産）

純資産は、前連結会計年度末に比べ876,121千円増加の14,873,102千円となりました。この主な要因は、利益剰

余金が320,803千円、為替換算調整勘定が448,728千円増加したことなどによるものです。

（２）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新

たに生じた課題はありません。

（３）研究開発活動

当第３四半期連結累計期間の研究開発費の総額は1,486,159千円であります。

なお、当第３四半期連結累計期間において当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

３ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 19,933,400

計 19,933,400

② 【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(2022年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(2023年2月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 7,928,885 7,928,885
東京証券取引所
スタンダード市場

単元株式数は
100株であります。

計 7,928,885 7,928,885 ― ―

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金
増減額
(千円)

資本金
残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

2022年12月31日 ― 7,928,885 ― 1,637,706 ― 2,422,246
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(5) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

2022年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）

普通株式 874,800
― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 7,050,100 70,501 ―

単元未満株式 普通株式 3,985 ― 単元（100株）未満の株式

発行済株式総数 7,928,885 ― ―

総株主の議決権 ― 70,501 ―

(注) １ 単元未満株式には、自己保有の単元未満株式が14株含まれております。

２ 当第３四半期会計期間末日現在の「発行済株式」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

　 記載することができないことから、直前の基準日(2022年９月30日)に基づく株主名簿による記載をして

　 おります。

② 【自己株式等】

2022年12月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数(株)

他人名義所有
株式数(株)

所有株式数の
合計(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数の
割合(％)

（自己保有株式）
株式会社カーメイト

東京都豊島区長崎5-33-11 874,800 ― 874,800 11.03

計 ― 874,800 ― 874,800 11.03

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(2022年10月１日から2022年

12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(2022年４月１日から2022年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表につ

いて、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

(単位：千円)

前連結会計年度
(2022年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2022年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 11,017,755 8,896,389

受取手形及び売掛金 2,179,269 ※1 4,278,267

製品 2,551,798 3,451,635

仕掛品 614,069 615,988

原材料及び貯蔵品 586,593 604,102

その他 463,857 720,278

貸倒引当金 △7,048 △4,632

流動資産合計 17,406,295 18,562,030

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 231,090 241,667

機械装置及び運搬具（純額） 96,841 111,444

工具、器具及び備品（純額） 155,116 244,296

土地 480,808 480,808

使用権資産 664 -

有形固定資産合計 964,522 1,078,216

無形固定資産 151,607 150,005

投資その他の資産

投資有価証券 1,249,427 1,428,711

その他 719,279 563,803

投資その他の資産合計 1,968,706 1,992,514

固定資産合計 3,084,836 3,220,736

資産合計 20,491,132 21,782,767
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(単位：千円)

前連結会計年度
(2022年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2022年12月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 1,813,588 2,307,403

1年内償還予定の社債 320,000 290,000

未払法人税等 262,560 84,622

賞与引当金 309,660 136,740

製品保証引当金 2,590 1,240

その他 814,066 1,181,942

流動負債合計 3,522,466 4,001,948

固定負債

社債 1,240,000 1,110,000

退職給付に係る負債 869,813 882,105

役員退職慰労引当金 668,151 686,867

その他 193,721 228,743

固定負債合計 2,971,685 2,907,716

負債合計 6,494,152 6,909,665

純資産の部

株主資本

資本金 1,637,706 1,637,706

資本剰余金 2,422,246 2,422,246

利益剰余金 9,670,787 9,991,590

自己株式 △764,281 △764,281

株主資本合計 12,966,458 13,287,262

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 574,019 680,609

土地再評価差額金 △196,050 △196,050

為替換算調整勘定 652,552 1,101,281

その他の包括利益累計額合計 1,030,521 1,585,839

純資産合計 13,996,980 14,873,102

負債純資産合計 20,491,132 21,782,767
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

(単位：千円)
前第３四半期連結累計期間

(自 2021年４月１日
　至 2021年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2022年４月１日
　至 2022年12月31日)

売上高 ※1 12,065,385 ※1 12,776,911

売上原価 ※1 6,705,194 ※1 7,869,140

売上総利益 5,360,190 4,907,771

販売費及び一般管理費 ※1 4,017,810 ※1 4,199,913

営業利益 1,342,380 707,857

営業外収益

受取利息 15,178 24,564

受取配当金 47,110 48,950

為替差益 477 42,582

その他 16,097 19,873

営業外収益合計 78,864 135,971

営業外費用

支払利息 1,922 2,228

売上割引 384 -

支払手数料 22,158 21,759

その他 3,179 7,132

営業外費用合計 27,644 31,120

経常利益 1,393,599 812,708

特別利益

固定資産売却益 2,522 3,208

特別利益合計 2,522 3,208

特別損失

固定資産除却損 462 828

特別損失合計 462 828

税金等調整前四半期純利益 1,395,660 815,088

法人税、住民税及び事業税 347,268 141,381

法人税等調整額 54,840 141,281

法人税等合計 402,109 282,662

四半期純利益 993,551 532,425

親会社株主に帰属する四半期純利益 993,551 532,425
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

(単位：千円)
前第３四半期連結累計期間

(自 2021年４月１日
　至 2021年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2022年４月１日
　至 2022年12月31日)

四半期純利益 993,551 532,425

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △106,473 106,589

為替換算調整勘定 229,989 448,728

その他の包括利益合計 123,515 555,318

四半期包括利益 1,117,066 1,087,743

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 1,117,066 1,087,743

非支配株主に係る四半期包括利益 - -
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【注記事項】

(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

当第３四半期連結累計期間
(自 2022年４月１日　至 2022年12月31日)

（税金費用の計算）

　一部の子会社において、当連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見

積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算する方法を採用しております。

(四半期連結貸借対照表関係)

※１ 期末日満期手形

四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。

なお、当第３四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形が、

四半期連結会計期間末残高に含まれております。

前連結会計年度
(2022年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2022年12月31日)

受取手形 －千円 176,964千円

(四半期連結損益計算書関係)

※１ 当社グループの事業は、冬季製品（スキーキャリア・タイヤ滑止等）の占める割合が高いため、連結会計年度の

第３四半期の売上高及び営業費用の割合が著しく高くなる傾向があり、また、冬季の降雪量の多寡により業績に影

響を受けることがあります。

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半期

連結累計期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりであります。

前第３四半期連結累計期間 当第３四半期連結累計期間

(自 2021年４月１日 (自 2022年４月１日

至 2021年12月31日) 至 2022年12月31日)

減価償却費 191,504千円 256,257千円
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(株主資本等関係)

前第３四半期連結累計期間(自 2021年４月１日　至 2021年12月31日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2021年６月29日
定時株主総会

普通株式 141,082 20 2021年３月31日 2021年６月30日 利益剰余金

2021年10月29日
取締役会

普通株式 105,811 15 2021年９月30日 2021年12月１日 利益剰余金

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

当第３四半期連結累計期間(自 2022年４月１日　至 2022年12月31日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2022年６月29日
定時株主総会

普通株式 105,811 15 2022年３月31日 2022年６月30日 利益剰余金

2022年10月31日
取締役会

普通株式 105,811 15 2022年９月30日 2022年12月１日 利益剰余金

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間(自 2021年４月１日 至 2021年12月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

（単位：千円）

報告セグメント

合計

車関連事業
アウトドア・

レジャー・スポーツ
関連事業

売上高

　一時点で移転される財 10,949,314 1,098,775 12,048,089

　一定の期間にわたり移転される
財及びサービス

17,295 － 17,295

　顧客との契約から生じる収益 10,966,609 1,098,775 12,065,385

外部顧客への売上高 10,966,609 1,098,775 12,065,385

セグメント間の内部
　売上高又は振替高

－ － －

計 10,966,609 1,098,775 12,065,385

セグメント利益 1,912,771 185,363 2,098,135

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容

(差異調整に関する事項)

(単位：千円)

利益 金額

報告セグメント計 2,098,135

全社費用(注) △755,754

四半期連結損益計算書の営業利益 1,342,380

(注) 全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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Ⅱ 当第３四半期連結累計期間(自 2022年４月１日 至 2022年12月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

（単位：千円）

報告セグメント

合計

車関連事業
アウトドア・

レジャー・スポーツ
関連事業

売上高

　一時点で移転される財 11,257,511 1,513,308 12,770,819

　一定の期間にわたり移転される
財及びサービス

6,092 － 6,092

　顧客との契約から生じる収益 11,263,603 1,513,308 12,776,911

外部顧客への売上高 11,263,603 1,513,308 12,776,911

セグメント間の内部
　売上高又は振替高

－ － －

計 11,263,603 1,513,308 12,776,911

セグメント利益 1,263,937 194,265 1,458,203

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容

(差異調整に関する事項)

(単位：千円)

利益 金額

報告セグメント計 1,458,203

全社費用(注) △750,346

四半期連結損益計算書の営業利益 707,857

(注) 全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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(収益認識関係)

　 顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、「注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりであります。

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　

項目
前第３四半期連結累計期間

(自 2021年４月１日
至 2021年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2022年４月１日
至 2022年12月31日)

１株当たり四半期純利益金額 140.85円 75.48円

　(算定上の基礎)

親会社株主に帰属する四半期純利益金額 993,551千円 532,425千円

普通株主に帰属しない金額 －千円 －千円

普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純利益金額

993,551千円 532,425千円

普通株式の期中平均株式数 7,054千株 7,054千株

　(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２ 【その他】

第58期（2022年４月１日から2023年３月31日）中間配当については、2022年10月31日開催の取締役会において、

2022年９月30日の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり中間配当を行うことを決議いたしました。

　 ①配当金の総額 105,811千円

　 ②１株当たりの金額 15円00銭

　 ③支払請求権の効力発生日及び支払開始日 2022年12月１日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。

　



　



独立監査人の四半期レビュー報告書

　

2023年２月14日

株式会社カーメイト

取締役会 御中

　

有限責任 あずさ監査法人

東京事務所

　

指定有限責任社員
公認会計士 若 尾 慎 一

業 務 執 行 社 員

　

指定有限責任社員
公認会計士 高 﨑 博

業 務 執 行 社 員

　

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社カーメ

イトの2022年４月１日から2023年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（2022年10月１日から2022年

12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（2022年４月１日から2022年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、

すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビュ

ーを行った。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社カーメイト及び連結子会社の2022年12月31日現在の財政

状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての

重要な点において認められなかった。

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立

しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠

を入手したと判断している。

四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが

適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて

継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。

　



四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半

期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通

じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レビュー

手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施さ

れる年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当

と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められない

かどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書に

おいて四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の注

記事項が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められてい

る。監査人の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企

業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成

基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結財

務諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信

じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

・四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査

人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監

査人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要

な発見事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガー

ドを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以 上

　

(注) １．上記の四半期レビュー報告書の原本は当社(四半期報告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

当社代表取締役社長執行役員徳田勝は、当社の第58期第３四半期(自 2022年10月１日 至 2022年12月31日)の四

半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認いたしました。

　

２ 【特記事項】

確認に当たり、特記すべき事項はありません。
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